
 

災害義援金に関する課題と今後の方向（報告） 

～東日本大震災における検証と総括を踏まえて～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本赤十字社 

 

平成２５年３月 

 

 



目    次 

 

 ～はじめに～ 

  甚大な災害の発生              ・・・・・１ 

  寄せられた巨額な義援金           ・・・・・１ 

  義援金をめぐる議論や批判          ・・・・・２ 

  本報告の趣旨                ・・・・・２ 

 

 Ⅰ 東日本大震災における義援金取扱い 

  １ 義援金の募集、送金、配分の状況     ・・・・・３ 

    ◆義援金募集の開始と義援金配分割合決定委員会の設置 

    ◆被災都道県への義援金の送金状況 

    ◆義援金の送金・配分の遅れに対する批判等 

 

２ 災害の特異性と課題           ・・・・・４ 

    ◆甚大で広域な災害 

    ◆自治体の被害の大きさ 

    ◆義援金関係機関における基本的認識の共有 

 

 

 



 Ⅱ 義援金に関する日本赤十字社の基本的な考え方 

  １ 義援金の基本的な性格について      ・・・・・７ 

    ◆自発的な意思（善意）の義援金システムへの寄託 

    ◆寄付者の意思の尊重について 

   

  ２ 日本赤十字社の考え方          ・・・・・８ 

    ◆義援金取扱いの原則 

    ◆義援金取扱いの基本的枠組み 

    ◆義援金送金（配分）の対象地域 

    ◆義援金送金の指標 

    ◆被災者への義援金の配分基準について 

    ◆その他の問題 

 

  ３ 義援金に関する透明性の確保       ・・・・・13 

    ◆日本赤十字社の行った業務管理と情報提供 

    ◆義援金の受付・送金状況に関する情報の提供 

    ◆義援金の配分状況等に関する情報の提供 

    ◆第三者による監査と情報の公開 

  

 ～おわりに～ 

  日本赤十字社のこれまでの取り組み      ・・・・・16 



資 料 

  別添資料１ 

「義援金配分割合決定委員会の開催期日と決定内容」  ・・・・・17 

別添資料２                 

「被災 15都道県における義援金配分委員会開催の有無及び第１回開催日」 

・・・・・18 

別添資料３ 

「義援金受付団体から被災都道県への義援金送金状況」 ・・・・・19 

別添資料４ 

「義援金の送金・配分状況の推移」                ・・・・・20 

別添資料５ 

「義援金取扱いのガイドライン」                 ・・・・・21 

別添資料６ 

「防災基本計画（平成 24 年 9 月修正版抜粋）」           ・・・・26 



1 

 

                        平成２５年３月１１日 

                          日本赤十字社 

 

 

 災害義援金に関する課題と今後の方向（報告） 

 ～東日本大震災における検証と総括を踏まえて～ 

 

 

はじめに 

    

   甚大な災害の発生 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災は、マグニチュード 

９．０の巨大地震とそれに伴う大津波により、東北地方の太平洋側の沿岸

部を中心に壊滅的な被害をもたらした。また、この津波により、東京電力

福島第一原子力発電所においても全ての電源を喪失し、炉心溶融と水素爆

発により放射性物資を大気中に放出するという事故が発生した。 

東日本大震災による被害は、２２の都道県に及び、死者１５，８７８人、

行方不明者２，７１３人、住家全半壊３９７，３８７戸など、戦後、日本

が経験する最大の災害となった。（平成２４年１２月２５日現在。内閣府ホ

ームページ） 

 

寄せられた巨額な義援金 

   日本赤十字社、中央共同募金会、NHK、NHK厚生文化事業団では、東 

日本大震災の発生から３日後の平成２３年３月１４日から義援金の受付を 

開始したが、平成２４年１２月末までに寄せられた義援金の件数は３２０ 

万件を超え、金額も３，６３６億円に上っている。 

このうち、日本赤十字社が受付けた義援金の件数は、２８８万件、義援 

金額は、３，２３１億円である。これは、阪神淡路大震災の際に受付けた 

義援金額の３倍以上に達する。 

 

※ なお、この他、国が受付けた義援金は、３３億円（平成２４年８月 

３１日現在。内閣府ホームページ）、被災県及び市町村が受付けた義 

援金は、８５８億円、寄付金は、９７０億円（平成２４年２月末現 

在。総務省ホームページ）となっている。 
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義援金をめぐる議論や批判 

 義援金が、被災者の生活を支えるうえで重要な役割を果たしたことは言 

うまでもなく、被災者からも多くの感謝の声が寄せられている。しかし、   

同時に、今回の災害に際しては、義援金の取扱いをめぐって様々な議論や 

意見が提起され、また、その事務処理等に関する厳しい指摘も見られた。 

例えば、義援金が被災者の手元に届くまでに日時がかかり過ぎるという批判  

などがその代表的なものである。 

 特に、日本赤十字社には、文字通り巨額な義援金が寄せられ、その取扱 

いを託された。こうした大きな信頼をいただく団体として、義援金がより 

迅速に、より有効・効果的に活用されるよう努めることは、当然の責務で 

あると言わなければならない。 

 

本報告の趣旨 

 このような観点から、日本赤十字社では、東日本大震災での義援金の取 

扱いについて検証、分析を行い、そこから得られる教訓を踏まえて、今後 

の課題と方向を整理することとした。 

 その際、厚生労働省、全国知事会の協力を得て、いくつかの都道府県、 

義援金受付団体（中央共同募金会、NHK）に、大規模・広域災害時におけ 

る義援金の取扱いについて意見を拝聴した。限られた時間の範囲であり、必 

ずしも十分なものとはなっていないが、多くの有益な意見等をいただいた。 

 

 義援金の取扱いは、義援金受付団体はもとより、国、都道府県、市町村、 

さらには金融機関等を含めた多くの関係者の協働によって遂行される作業 

である。本報告は、日本赤十字社の責任において取りまとめたものである 

が、今後、幅広い関係者の間で、より広範、精密な議論が行われることを 

希望したい。 
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Ⅰ．東日本大震災における義援金取扱い 

  

 

１．義援金の募集、送金、配分の状況 

 

（１）義援金募集の開始と義援金配分割合決定委員会の設置 

 

 日本赤十字社では、災害対応に追われている被災自治体の義援金配分委

員会の設置を待たずに、義援金受付団体の判断として、国、金融機関、他

の義援金受付団体と調整のうえ、災害発生直後の３月１４日、義援金の受

付を開始した。 

 

同時に、被災が極めて広域に及んでいたこと、原子力発電所の事故とい

う未経験の災害も重なったことから、義援金の取扱いについて何らかの調

整が必要と考えられた。このため、日本赤十字社は、中央での関係者の会

議の開催について調整を求めた。国においては、厚生労働省が事務局とし

て、その役割を担うことになり、４月８日、有識者、被災都道県及び義援

金受付団体の代表で構成される義援金配分割合決定委員会が開催され、第

１次配分基準の決定が行われた。（別添資料１） 

 

  （２）被災都道県への義援金の送金状況 

 

その後、大部分の被災都道県において義援金配分委員会が設置、開催さ

れ（別添資料２）、日本赤十字社等義援金受付団体は、義援金配分割合決定

委員会での第１次配分基準の決定に基づき、被災都道県又は義援金配分委

員会からの送金要請により、義援金の送金を行った。第２次配分では、義

援金を迅速かつ被災者のニーズに合わせて柔軟に配付できるよう、被害の

程度に応じて義援金を按分し、送金を行った。 

 

これまでの日本赤十字社等義援金受付団体から被災都道県への義援金の

送金状況は別添資料３の通りである。 
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  （３）義援金の送金・配分の遅れに対する批判等 

 

阪神・淡路大震災においては、被災府県に対する義援金の第１回送金は、

災害発生から１５日後に行われたが、上記のような背景もあって、東日本

大震災の場合の第１回送金は、４月１３日となり、災害発生後１カ月余り

を要したことになる。 

その後、被災都道県から被災市町村への送金、被災市町村を通じて被災

者への義援金の配分が行われたが、これにもかなりの日数を要したことか

ら、日本赤十字社等の義援金受付団体に対して、様々な意見や批判が寄せ

られることになった。 

 

なお、これまでの日本赤十字社等義援金受付団体から被災都道県への義

援金の送金、被災都道県から被災市町村への義援金の送金、被災市町村か

ら被災者への義援金の配分等の状況は別添資料４のとおりである。 

 

 

２．災害の特異性と課題 

 

 今次の災害は、その規模をはじめ様々な点で未曾有、未経験の大災害で

あり、義援金の取扱いにおいても新たな課題に直面することになったが、

その主な要因、背景と課題は、以下のように整理されると考える。 

 

  （１）甚大で広域な災害 

 

   国、地方自治体、義援金受付団体等の関係者は、阪神・淡路大震災の経 

  験を踏まえて義援金取り扱いについて見直しを行って来たが、阪神・淡路 

  大震災ですら、その被災域は、東日本大震災と比較すると限定的であり、 

義援金配分の仕組みも今回のような大規模・広域災害を必ずしも念頭にお 

いたものとはなっていなかったと言える。もとより、原子力発電所の事故 

により多くの住民が長期にわたって避難を余儀なくされるような事態を想 

定しているものではなかった。 

 

 

 

 

 



5 

 

  （２）自治体の被害の大きさ 

 

   被災地では自治体の多くも被害を受け、中には津波で庁舎が壊され、自 

  治体職員の多くが亡くなるなど行政機能の大半を失った自治体もあった。 

そのような状況下での被災者への義援金配分事務は、被災者が膨大な数に 

上ったことの他、震災直後の救助・救護活動がまず最優先とされるといっ 

た事情もあり、困難を極めた。 

   

※ 日本赤十字社では、６月中旬から下旬にかけて、厚生労働省ととも 

に被災３県（岩手県、宮城県、福島県）で被災者への義援金配分が 

遅れている複数の市町村に職員を派遣し、義援金の配分状況につい 

て調査を行ったが、大半は、①被災市町村の職員数に限りがあり、 

対応に限界がある、②避難所の運営、仮設住宅の手配など応急救助 

が最優先された、③役場が被災し、行政機能の復旧に時間を要した、 

④罹災証明の発行に時間を要した等の理由により、義援金の配分事 

務が遅れていることが確認された。 

 

  （３）義援金関係機関における基本的認識の共有 

 

こうした事情に加え、義援金とは何か、義援金の性格や位置付けをどう 

考えるか、という本質的な問題について、義援金の拠出者である国民はも 

とより国、地方自治体、義援金受付団体等関係者の間においても様々な受 

け止め方や意見があることが改めて認識された。これも、緊急時の迅速な 

事務処理という要請に応える上での支障となった面があることは否めない 

と考える。 

 

※ 日本赤十字社では、阪神・淡路大震災での経験を踏まえて、平成 

１０年７月に「義援金取扱いのガイドライン」（別添資料５）をまと 

め、また、平成１１年２月には「日本赤十字社災害義援金取扱規程」 

及び関係通知を策定し、被災自治体の義援金配分委員会に対して義援 

金を送金するための按分指数なども定めていたが、国、地方自治体と 

の間で、必ずしも十分に共有されているとは言えない状況にあった。 

被災者への義援金配分基準を決定する被災自治体の義援金配分委員 

会の間でも、特段、共通の「指針」を有してはいなかった。 
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    なお、平成２４年７月、中央防災会議（防災対策推進検討会議）及 

び厚生労働省は、東日本大震災での災害対応を検証し、今後の対応に 

ついてそれぞれの報告書を取りまとめた。それらの中で、義援金につ 

いても言及し、行政及び関係者に改善策を検討するよう求めている。 

また、同年９月には防災基本計画の改正が行われている。 
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Ⅱ．義援金に関する日本赤十字社の基本的な考え方 

    

 

  １．義援金の基本的な性格について 

     

  （１）自発的な意思（善意）の義援金システムへの寄託 

 

義援金は、①被災者の支援を目的として、②人々の自発的意思（善意） 

により、③その配分の対象や内容、方法等について条件や指定を付さず、 

④受付団体等に寄託された寄付金である。それは、受付団体を窓口としな 

がら、受付から送金、配分までに至る全体の義援金のシステムに対して信 

託されたものと考えられる。したがって、義援金そのものは公的な資金で 

はないが、そのシステムは、強い公共的な性格及び役割を持つものと言う 

ことができる。 

   そして、これまでの多くの実績から、義援金は第一義的には被災者に現 

金の形で給付されるものとして理解され、それが被災者への有効な支援策 

のひとつとなっている。 

 

   義援金については、善意の寄付金という性格から、法令等の具体的な定 

めもほとんどなく、例えば、防災基本計画等において、「地方公共団体は、 

日本赤十字社等の義援金収集団体と配分委員会を組織し、義援金の使用に 

ついて、十分協議の上、定めるものとする。」等が記載されているにとどま 

る（別添資料６）。しかし、義援金が、システム全体への信頼に立脚するも 

のであることを考えれば、規定の有無等にかかわらず、国、地方自治体、 

義援金受付団体等関係者が共通の理解、認識に立つとともに密接に連携し、 

それぞれの役割を適切に果たしていくことが要請されるものと考える。 

  

※ 義援金の取扱いについて、国、地方自治体、義援金受付団体等関係 

者の間の事前の取り決めを難しくしていることに、災害の種類、災 

害の規模等によって、その時々に寄せられる義援金の総額が一定で 

ないことがあげられる。 

 

 

 

 

 



8 

 

（２）寄付者の意思の尊重について 

 

義援金が速やかに活用されるという観点から、例えば、義援金を被災自 

治体や日本赤十字社等の救護団体が行う救護活動・復興支援事業などにも 

配分すべきであるという意見がある。あるいは、特定の被災都道府県、市 

町村への送金を希望する場合などもある。 

義援金についても、できるだけ寄付者の意思を尊重することが望ましい 

ことは理解できるが、義援金受付段階で寄付者の意思を個別に確認するこ 

とは、現在の仕組みでは実務的に不可能といわざるを得ない。 

このため、救護活動や復興支援事業に役立てるための寄付金（救援金）  

  については、義援金と別個の受付手段・窓口を設けることについて、今後 

検討したい。 

 

※ 東日本大震災の際には、中央共同募金会に、NPO法人等の災害支 

援活動のための「活動支援金」を受け付ける特別の窓口が設けられた。 

 

また、特定の地方自治体への送金希望などについては、当該窓口を案内 

するなど実務的な対応によって対処することが考えられる。 

 

    

２．日本赤十字社の考え方 

 

前記のような基本的考え方に基づき、いくつかの主要な具体的、実務的 

な事項についての日本赤十字社の考え方を取りまとめれば、以下のような 

ものである。 

 これらの事項について、義援金のシステムを構成する各機関、団体が基 

本的認識を共有した上で、平時において、必要な体制や対応方針を予め準 

備しておくことが最も肝要なことであると考える。 

 

（１）義援金取扱いの原則 

 

義援金の取扱いに関しては、寄付者の総体的、共通の意思を生かすとい 

う観点から、①できるだけ早く配るという「迅速性」、②適正に配るという 

「透明性」、③被災者に被害の度合いに応じて配るという「公平性」といっ 

た、義援金の三原則が重要とされている。時には、それぞれが相反するケ 

ースが生じ得るが、可能な限り尊重される必要がある。 
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（２）義援金取扱いの基本的枠組み 

 

①義援金受付団体による義援金の受付、②受付団体から被災都道府県義 

援金配分委員会への送金、③被災都道府県義援金配分委員会での配分基準 

に関する決定、④被災市町村への送金、⑤被災市町村から被災者への義援 

金配分、と言う義援金取り扱いの基本的な枠組は、従来と同様の仕組を基 

本とすることが適当であり、現実的であると考える。 

 

  （３）義援金送金（配分）の対象地域 

 

義援金の受付は、これまでも災害救助法の適用の有無を目安として来て 

おり、今後の災害に際しても、原則として災害救助法が適用された市町村 

が所在する都道府県を義援金配分の対象とするが、被害が大規模・広域に 

およぶ場合、災害救助法適用の有無にかかわらず、同一災害で被災した市 

町村が所在する都道府県も義援金配分の対象とすることが妥当と考える。 

その場合、被災者への配分を実施する上で、被災都道府県における義援 

金配分委員会の設置は必要であると考えるが、大規模・広域災害により被 

災都道府県での義援金配分委員会の早期設置が困難な場合、義援金受付団 

体は自らの判断により、迅速な義援金の受付、被災都道府県への送金を行 

うことも考慮される必要がある。 

 

（４）義援金送金の指標 

 

義援金受付団体は、被災都道府県義援金配分委員会へ迅速に義援金を送 

金するため、従来の実績等を勘案し、以下の指標によって義援金を按分し、 

同配分委員会又は、被災都道府県に送金するものとする。 

被災者への義援金の配分基準等の決定は、被災都道府県義援金配分委員 

会による。 

 

①死亡・行方不明１人 １ 

②住宅全壊（全焼、流失、その他被災者が居住できない状況にある 

場合）１棟 １ 

③住宅半壊（半焼を含む）１棟 ０．５ 

④床上浸水 １棟 ０．１ 
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※ 被害情報については、原則、被災都道府県の情報によるものと 

するが、災害発生直後は被害の全貌がつかみ難いことから、警察、 

消防の情報によることがある。 

 

      ※ 東日本大震災では、原子力発電所事故の避難者を義援金の配分 

対象にしたが、こうした特殊な事例が生じた場合や、今後、被災 

都道府県義援金配分委員会が決定する配分基準と上記送金基準 

に大きな乖離がある場合には、実状に応じて送金基準も見直しを 

行う。 

       

   （５）被災者への義援金の配分基準について 

 

    被災者への義援金の配分基準は、被災都道府県義援金配分委員会の定 

   めるところによるが、義援金受付団体も当該委員会に参画することが通

例であり、また、義援金の配分状況等について義援金の拠出者へ報告す

る責務を有するという立場から、いくつかの点について以下に取り上げ

る。 

      

     ①義援金配分基準の指標、ガイドライン 

 

     被災者への義援金の配分基準を具体的に決定するのは都道府県義援 

金配分委員会の役割であるが、義援金の配分に関する基本的な事項に 

ついて、関係者の合意が得られれば、予め一定の考え方を整理し、指 

針やガイドラインといった形で共有しておくことが望ましいと考える。 

 

その際、第１次配分は義援金配分の「迅速性」を優先し、第２次配 

分以降は、被災者ニーズにより対応した、例えば、被災遺児の教育資 

金のための義援金の活用や災害発生から一定の期間が経過した後に、 

被災者の当面の生活支援から被災者の生活再建に重点を置いたものに 

義援金の配分基準を見直すこと等の意見についても検討、認識を共有 

されておいても良いと考える。    
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②義援金に関する中央での調整 

 

東日本大震災では、中央で設けられた「義援金配分割合決定委員会」 

の調整が有効に機能したとの評価が、自治体関係者などから聞かれる。 

今後、大規模・広域災害が生じた場合においても、予期しがたい事 

情に対し様々な調整が必要となることは十分に想定されることから、 

中央において、有識者、自治体関係者、義援金受付団体の代表者などで 

構成される義援金に関する調整を行う場が予め組織され、関係者などの 

要請に応じて迅速に必要な調整が行われる体制がとられていることが 

望ましいと考える。  

 

 ※ この中央組織の役割としては、例えば、被災都道府県が早期に 

義援金配分委員会を設置できない場合に代替機能を果たすこと、 

原子力発電所事故のような不測の事態が発生した場合の対応な 

どの他、上記の義援金配分に関する指標、ガイドラインの整備 

のような内容なども考えられる。 

 

     ③義援金の「一律配分」等の意見について 

 

被災者に義援金を迅速に配分するために、義援金の配分手続を単純 

化し、被災世帯に対して、当座必要とされる程度の義援金を一律に配 

分する方法を採るべきであるという意見がある。義援金の目的からし 

て注目すべき有力な意見であるが、他方、二重払い発生をはじめ実務 

的に難しい点が少なくないといった地方自治体関係者の意見もあり、 

今後、関係者間で十分検討される必要があると考える。 

 

※  なお、今回の震災において、生活福祉資金貸付（緊急小口資金） 

の制度が有効に機能したといわれており、こうした他の制度や施 

策の活用も併せて検討されることが望まれる。 

 

④他の関連制度との関係 

 

義援金と被災者生活再建支援法による支援金制度とで支給対象が異

なるため、被災市町村の支給事務が煩雑になることから、両者の統合、

調整を図るべきではないかという意見がある。 
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しかし、人々の善意によって寄託された義援金と、国の施策として 

の被災者生活再建支援金制度とは、自ずからその性格を異にするもの 

であり、これら取扱いについては、当面は別個のものとして考えるこ 

とが適当と思われる。 

 

また、義援金の基本的な性格にも関わるものとして、亡くなられた

方を対象とする義援金配分の在り方に関する議論があるが、災害弔慰

金等他制度との関係など、全体的、横断的に整理すべき問題であると

考える。 

 

⑤義援金受付団体の参画 

 

義援金受付団体は、単に義援金を被災都道府県義援金配分委員会に 

送金する役割だけでなく、義援金の拠出者をはじめ広く国民の声を義 

援金の配分方法に極力反映させ、又、義援金の配分状況や結果につい 

て適切に報告する責任を負っている。このために、義援金受付団体の 

代表が義援金配分委員会に委員として参加する措置が取られること 

を要請する。 

 

   （６）その他の問題 

 

①事務体制と民間の活用 

 

今回の震災では、住民基本台帳等の基礎的データのバックアップの 

重要性、罹災証明発行事務の簡素・簡便化の検討など、義援金事務体 

制の整備・見直しについても種々の課題が指摘されているが、この他、 

市町村の義援金事務支援の観点から、損害保険・生命保険会社等の協 

力を得ることや、NPO、ボランティアなどの支援協力の可能性、有用 

性についても検討して良いのではないかと言う意見がある。 

 

②事務諸経費について 

 

大きな災害の場合には、義援金の取扱いにかかる事務諸経費はかな 

りの額にのぼるが、現状では受付事務に関するものはすべて受付団体 

で負担しており、現状においてそれを変更する考えはない。 
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 ただ、将来の課題としては、義援金問題全体の議論の中で、様々な 

角度から検討されて良い課題であると考える。 

 

 

３．義援金に関する透明性の確保 

 

義援金受付団体は、多くの人々の信託を受けて、被災者支援のための善 

意の資金を預かるものであるから、適正な資金管理を行うことはもとより、 

単に義援金を被災都道府県義援金配分委員会に送金する役割だけでなく、 

資金の拠出者をはじめ広く国民に義援金の受付状況、被災者への配分状況 

等について適切に報告し、その理解を得る責任を負っていると考える。 

 

（１）日本赤十字社の行った業務管理と情報提供 

  

 日本赤十字社では、義援金の受付を開始した直後から、コールセンタ 

ーの設置によって問い合わせ等に応じるとともに、義援金受付管理シス 

テムの整備、郵便振替票仕分けセンターの設置、現金収納業務体制の整 

備、電子メール・海外クレジットへの対応体制整備、受領証センターの 

設置などによって適正な業務管理に努めた。 

 また、ホームページに必要な情報を掲示した他、国内外のメディアへ 

の情報発信と新聞等を通じた定期的な報告を行った。これらの業務は、 

最大時には１００人近くに上った臨時雇用者に加え、ボランティア、国 

際赤十字からの応援スタッフ等によって行われた。 

 

  ※ 情報の提供・発信等の具体的な措置は、以下のとおりである。 

 

   ①日本赤十字のホームページに義援金受付件数及び受付額（毎 

日更新）、義援金の送金状況（送金の都度更新）、義援金受付  

から被災者への配分までのフロー、義援金配分割合決定委員会

の議事録及び決定内容、受領証発行の手続き、監査報告、よく

ある質問についての Q&A等について掲載し、国内外への情報

発信に努めた。 

 

   ②新聞での情報提供については、平成２３年５月１日、５月２ 

日、５月３日、５月１６日、平成２４年５月４日、５月５日、 

平成２５年１月１日に全国紙１社又は４社で行った他、平成 
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２３年９月１０日（一部１１日）、平成２４年３月１１日には、 

全国紙５社の他、ブロック紙、各都道府県の地方紙で、更に、 

９月１１日には、これらに郷土紙１１社を加えて行っている。 

 

       ③国内外のマスコミに対し、義援金の送金時等適宜ニュース・ 

リリースを発信するとともに、マスコミからの取材についても

積極的に対応した。 

 

（２）義援金の受付・送金状況に関する情報の提供 

 

 個々の拠出者との間では、義援金受付団体に求められる最も基本 

的な事務は、個人情報の保護を厳格に順守しつつ、領収書類の発行 

や各種の照会への対応を迅速に行うことであるが、現状では膨大な 

事務量を伴うため、事務負担軽減方策について検討を進める必要が 

ある。 

 また、受付義援金の件数や総額、送金の状況等具体的な事項につ 

いては、ホームページなどを利用し、できる限りの頻度で情報提供 

すべきであるが、さらにどのような情報の提供ができるかについて 

は、事務量と所要経費などを勘案し、また主要なデータ元である金 

融機関の協力範囲拡大の可能性についても協議しながら、最も合理 

的な方法により、効率的な体制を導入していく必要がある。 

 

   （３）義援金の配分状況等に関する情報の提供 

  

    義援金受付団体には、受付・送金の状況だけでなく、義援金が実 

際にどのように被災者支援に使用され、役立っているか、すなわち 

配分の状況についても取りまとめ、拠出者に対し、適切に情報提供 

を行うことが求められる。 

 ただ、義援金の被災者への配分状況については、被災都道府県の 

義援金配分委員会が把握しているものであることから、受付団体と 

義援金配分委員会が連携して行うことが不可欠であり、例えば、必 

要な情報の提供内容、その時期等について、両者間で予め取り決め 

ておくなどの方法を講じることが必要であると考える。 
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（４）義援金システムに関する広報 

 

 災害時における義援金の取扱いを迅速に行なうには、国民の義援 

金への基本的な理解をはじめ、義援金の受付、送金、配分に至る義 

援金システムへの理解を予め得ておく必要がある。このため、災害 

時はもとより平時においても、国、地方自治体、義援金受付団体が 

協力して義援金システム全体に関する広報に努める必要がある。 

 

     （５）第三者による監査と情報の公開 

 

      義援金受付団体が、義援金を適切に管理、送金しているかと言っ 

たことはもとより、義援金の受付、配分等に関する必要な情報の提 

供を行っているかと言った点についても、第三者による厳正な監査 

を受け、その結果を、可能な限り情報公開することは、義援金受付 

団体としての説明責任を果たす上で不可欠である。 

正しい情報の提供は、義援金の一部が事務費として徴収されて 

いると言った誤った報道を回避することにもつながる。 

 

        ※ 日本赤十字社では、義援金に関して国際監査基準による監 

査を受け、その結果をホームページや新聞等で公表してい 

る。 
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おわりに～日本赤十字社のこれまでの取組み 

    

日本赤十字社では、東日本大震災における義援金関連業務について検証、 

分析を行いながら見直し作業を進め、可能なものから逐次実施に移してい 

る。 

その主なものを挙げれば以下のようなものであるが、今後も、関係方面 

の意見を聞き、調整を図りながら、必要な改善、改革に取り組んでいく考 

えである。 

 

① 受付けた義援金（約２８８万件）のデータ入力を進め、拠出者からの 

照会や受領証の発行依頼に迅速に対応するよう努めることはもとより、 

データ入力のできないものについてもスキャニングによりPDFファイ 

ル化するなどの作業を行っている。 

 

②義援金の寄託が簡便となるよう、日本赤十字社の義援金受付窓口を全 

国統一化する義援金受付体制を構築することとしている。 

 

③日本赤十字社の義援金受付業務に関するより効率的なシステムを導入 

し、併せて、拠出者毎に実績を確認できるマイページ機能を新たに加 

えるなど、義援金関係情報の一元的管理を行うための体制の整備を進め 

ている。 

 

④拠出者特定のための情報等、義援金送金データーの提供方法をはじめ、 

義援金の円滑な受付と拠出者からの照会に迅速に対応するため、金融 

機関等との協力体制を構築することとしている。 

 

⑤国及び地方自治体の協力を得て、日本赤十字社の義援金に関する広報 

体制を強化することとしている。 

 









義援金配分状況の推移 別添資料４
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5月27日 6月3日 6月10日 6月17日 6月24日 7月1日 7月8日 7月15日 8月12日 9月9日 10月14日 11月11日 12月9日 1月13日 1月27日 3月9日 6月1日 7月13日 8月10日 9月14日 

募集団体留保額（E）＝（A）－（B） 

都道府県留保額（F）＝（B）－（C） 

市町村留保額（G）＝（C）－（D） 

募集総額（A） 

都道府県への送金額（B） 

市町村への送金額（C） 

被災者への配布額（D) 

（億円） 

発災後 約6か月 

都道府県への送金率 ８９．３％ 

（参考：阪神大震災 ４１．４％） 

第2次配分（1回目） 6月17日 

第2次配分（2回目） 7月15日 

第2次配分（3回目） 8月12日 

第2次配分（4回目） 1月25日 第2次配分（5回目） 3月9日 第2次配分（6回目） 6月1日 

発災後 約3か月 

都道府県への送金率 ３８．６％ 

発災後 約１年 

都道府県への送金率 ９９．９％ 

（参考：阪神大震災 ８７．３％） 














